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研究成果の概要（和文）：コモディティ化した市場において、企業が戦略的に組織的に対応するのかについて明らかに
している。コモディティ化した要因を分析し、脱コモディティ化のための戦略・組織・組織間関係のモデルを構築した
。コモディティ化の環境要因（競争、顧客・技術）組織的要因（部門間関係、トップの関与、パワーポジション）を対
象業種の分析から明らかにした。脱コモディティ化のためには、自社の製品・サービスの他にとっての必要性と代替不
可能性を追求することが重要である。ブランドの構築、知財パワー、社内パワーシフトが必要であるが明らかになった
。

研究成果の概要（英文）：This study deals with strategic and organizational responces to commodization of 
market.We analize commodization and factors that infulence commodization.
It examines a model of strategy-organization-interorganizational relation for 
de-commoditization.According to case study,factors influence commodization are state of competition 
,standization of technology and need of customers,interdependence of marketing department and development 
department,top involvement,power balance.The important points for de-commodization are its necessity and 
non-substitution of product and service for others,brand building,maitenance of interlectual property and 
power shift.
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１． 研究開始当初の背景 
（１） コモディティ化した市場において企
業がいかに対応するのかは理論的、
実践的課題である。従来の研究では
コモディティ化という現実を踏まえ、
マーケティング論や競争戦略論にお
いて主としてとリ扱われてきた。特
に成熟市場において業界のコモディ
ティ化が進み、価格競争、同質化競
争が展開していることが指摘されて
いる。こうしたコモディティ化に陥
らないための対応策もダウニーらに
よって展開されている。差別化戦略
を展開すること、チャネル支配の重
要性が指摘されていた。コモディテ
ィ化に対し、企業が主体的に対応し、
脱コモディティ化していくためには、
担い手としての主体としての組織に
焦点を当てることが求められている。
従来の研究では組織的側面に注目し
た研究がほとんど存在していない。 

（２） 脱コモディティ化は企業にとっての
主体的な判断である。企業はさまざ
まな利害と考え方を持つ人間集団で
あり、コモディティ化に対して主体
ごとにさまざまな対応策が存在して
いる。企業が所属している業界の圧
力はコモディティ化を促進する要因
ではあるが、どの案が採られるか組
織内の力関係や、トップのリーダー
シップ、環境に対する主体の認知な
どが影響している。企業において、
どんな部門を配置するのかという構
造問題である。そこで構造・プロセ
ス・パワーを考慮した組織の理解が
きわめて重要になる。すでに組織変
革についてはわれわれは変革を推進
する主体の行動・パワー・ネットワ
ークの研究を展開しており，今回の
研究ではコモディティ化という文脈
での組織変革、戦略変革を統合的に
取り扱い必要がある。そこでコモデ
ィティ化した市場における新カテゴ
リー・新製品・新ビジネスモデルの
創造が重要なテーマとなる。 

（３） 脱コモディティ化のための戦略をど
のように形成し、組織を変革すると
ともに、サプライヤーや流通業者と
の組織間関係を変革していくことが
重要なテーマとなっている。組織間
関係の変革は企業が他組織に対して、
いかにパワーを持ち、行使していく
のかも重要である。提携を活用した
組織変革の研究の成果は今回の研究
にも十分に反映させることができる。 
従来の研究では戦略と組織とのダイ
ナミックな関係については取り上げ
られてきたが、戦略と組織間関係と
のダイナミックな関係はほとんど取
り上げられていない。その意味で脱

コモディティ化というコンテキスト
において、戦略・組織・組織間関係
のダイナミックな関係を本格的に明
らかにする必要がある。 
 

 
２． 研究の目的 
（１） 本研究の目的はコモディティ化して
市場において企業が戦略的に組織的
にいかに対応するのかについて理論
的に実証的に明らかにすることであ
る。差別化戦略にとど舞わず、組織
をいかに変革していくのか、他組織
との関係をいかに変革していくのか
を含む戦略・組織・組織間関係変革
の統合モデルの構築を目指す。 

（２） 従来のコモディティ化に関する研究
で欠けていた組織や組織間関係を取
り上げ、組織変革や組織間関係の変
革に関する既存の研究を踏まえ、コ
モディティ化というコンテキストに
おける戦略・組織・組織間関係の統
合モデルを構築する。コモディティ
化に対し、企業がいかに対応してい
くのかについて、企業の内外の主体
間の関係を組み込んだモデルを目指
している。今まで個別的に展開され
てきた理論を俯瞰するモデルを構想
している。 

（３） コモディティ化とそれに対応する現
実をいっそう明らかにするために、
特定の業界に絞り、その業界に属す
る企業の戦略や組織に注目する。飲
料業界、トイレタリー業界、自動車
業界などを取り上げ、コモディティ
化とコモディティ化への対応を業界
レベル、企業レベルで明らかにする。 
消費財だけでなく生産財についても
対象を広げる。こうした実態につい
てのケースの集積と分析を行う。成
熟化とコモディティ化についての概
念的区別も行う。コモディティ化に
対し企業がいかに対応したのかにつ
いて、トップ・ミドル・現場がいか
なる役割を担い、いかにかかわるの
かについて解明する。企業において
どの部門が力を持つのか、部門と部
門とのコミュニケーションがいかに
はかられるのか、トップのリーダー
シップが脱コモディティ化への対応
にいかなる影響を与えるのかについ
て明らかにする。 

（４） コモディティ化への対応は企業経営
にとって緊急性を要する課題の一つ
であり、こうした課題に対し、概念
枠組みを構築し、ケース分析を行っ
ていく。 

 
 
 



３． 研究の方法 
（１） 本研究目的を達成するために、既存
の研究（マーケティング論、戦略論、
組織論、組織間関係論）についての
文献サーベイや対象業界についての
調査を行う。そこで戦略と組織間関
係変革を主として研究するグループ
と戦略と組織変革を主として研究す
るグループに分けて研究を推進する。 

（２） 組織間関係研究グループでは、戦略
と組織間関係に関する従来までの研
究の現状をサーベイする。学習やパ
ワー、ネットワークの視点からの研
究の整理を行う。組織変革研究グル
ープは組織変革の研究の現状を把握
し、脱コモディティ化のための認
知・導入・定着の段階モデルを構築
する。２つのグループの研究成果を
元に、脱コモディティ化のための戦
略・組織・組織間関係の変革モデル
を構築する。 

（３） コモディティ化及び脱コモディティ
化の実態に関するさまざまな情報収
集に努める。国内の情報だけでなく
海外の情報の取得をおこなう。対象
業界や所属企業に関する文献・資料
を収集する。単に文献情報のみなら
ず、インターネットも活用し、業界
や企業に関する現状だけでなく、歴
史に関する幅広い情報収集を行う。 

（４） コモディティ化や脱コモディティ化
の実態を明らかにするために、当該
企業の関係者に焦点を当て、インタ
ビューや現場見学などを行う。 

４． 研究成果 
（１） コモディティ化についてはさまざま
に定義されてきた。本研究では市場
のコモディティ化に焦点を当て、従
来の研究の整理を行った。提供する
製品やサービスに差異を見出すこと
は困難であり、価格競争に陥ること
であり、したがって企業の利益が損
なわれる状態といえる。類似の製品
サービスが提供されることであり、
価格以外での差別化が困難となり、
価格の低下が見られることである。 
論者によっては競争が激しくなるこ
とを重視する意見もあるが、競争者
の数だけではコモディティ化につな
がるかどうかを確証することはでき
ないので、コモディティ化に影響を
与える要因と考えるのが適当である。 
技術の平準化を定義に含む論者もい
るが、それも市場のコモディティ化
に影響を与える要因としたい。そこ
で製品・サービスの価格が急激に低
下する時点に注目することが必要で
ある。 

（２） コモディティ化をもたらす要因につ
いては、市場の成熟化、技術の平準

化、競争の状況、顧客のニーズがあ
げられる。製品サービスのライフサ
イクルが成熟期になるにつれて、技
術の平準化が進むにしたがって、コ
モディティ化は進行するといえる。
製品サービスの導入期における戦略
や技術が平準化されるまでの時期の
戦略が重要になる。新規参入の脅威
が大きい競争の状態のときに、コモ
ディティ化は進行する。たとえ固定
された競争業者間の競争であったと
しても、その企業間の競争が激しけ
れば、コモディティ化は進行する。
制度理論が主張するように、模倣的
同型化により、類似な商品が市場で
売られる。コモディティ化に影響を
与える内的要因に注目することも必
要である。開発部門と営業部門との
関係、トップの当該業界への関与の
度合い、社内のパワーポジションが
重要である。 

（３） コモディティ化が価格競争の激化で
あるとするならば、企業が価格支配
力をもてるかどうかが重要である。
脱コモディティ化のためには、自社
が競争企業、供給業者、顧客に対し
て、パワーを持ち維持できるのかに
かかわっている。そこで自らの資源
や能力が他にとって必要で代替不可
能であるかが重要である。特許に代
表される知財パワーを早期に確立す
ること、ブランドを構築すること、
製品差別化を継続的に行っていくこ
と、重要なステイクホルダーに対応
できるヒトや部門にパワーシフトす
ることを明らかにした。またトップ
の当該製品サービスへの関与の仕方
も重要である。 
顧客にとっての差異を認識してもら
えるかどうかが脱コモディティ化の
キーであり、企業と顧客との密なコ
ミュニケーション、長期的な関係の
構築が必要であり、企業と他企業と
の境界に位置する対境担当者の役割
が成功にとって重要になる。 

（４） 脱コモディティ化は、既存の業界で
は当たり前のことを疑うことであり、
業界の制度に埋め込まれつつ、制度
を変えていく主体（技術者であれ経
営者であれ）に注目する必要性を明
らかにした。制度化論でいわれてい
る埋め込まれたエージェンシーの重
要性が明らかになった。 

（５） 今後の展開として、酒造業界のよう
に酒税法の制約の中で行われている
規制環境における企業の戦略や組織
間関係に焦点を当てた分析が必要で
ある。 
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